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有限会社 デンタルパートナー・タイトフィットの 

株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 

 

 当社は、本日平成 28 年８月 30 日開催の取締役会において、以下のとおり、有限会社 

デンタルパートナー・タイトフィット（以下「タイトフィット社」）の株式を取得し、子

会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１.株式取得の理由 

 北海道を拠点とするタイトフィット社は、歯科技工所として優良顧客（歯科医院）と取

引を行い、これまで安定した経営を続けてまいりました。 

 一方当社は、本年３月の「有限会社マリンデンタルの株式取得（子会社化）に関するお

知らせ」にもあります通り、今後ますます発展していく３Dスキャナー等を活用したデジ

タル歯科技工を全国に普及させ、歯科技工産業を新たな産業へと導くため、積極的な買収

戦略を進めております。 

 この度、タイトフィット社を子会社化することにより、同社を北海道における営業およ

び製造の拠点とする事で、当社グループのシェア拡大と企業価値向上を目指してまいりま

す。 

 

２.異動する子会社（タイトフィット社）の概要 

（１） 名 称 有限会社 デンタルパートナー・タイトフィット 

（２） 所 在 地 北海道南区澄川四条三丁目４番２５号 

（３） 代表者の氏名・役職 代表取締役 滝本 幸喜 

（４） 事 業 内 容 歯科技工業 

（５） 資 本 金 13,000 千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成６年７月 21 日 

（７） 株 主 構 成 中畑 功 100％ 

（８） 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当該会社と歯科技工売上取引があります。 



（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 平成 25 年８月 平成 26 年８月 平成 27 年８月 

純 資 産 11,594 千円 12,668 千円 5,680 千円 

総 資 産 25,487 千円 58,807 千円 38,728 千円 

１ 株 当 た り 純 資 産 44,594 円 48,724 円 21,847 円 

売 上 高 83,444 千円 93,262 千円 93,026 千円 

営業利益（△は損失） 1,268 千円 588 千円 △8,492 千円 

経常利益（△は損失） 1,559 千円 2,516 千円 △6,987 千円 

当期純利益（△は損失） 859 千円 1,073 千円 △6,987 千円 

１株当たり当期純利益 

（ △ は 損 失 ） 

3,307 円 4,130 円 △26,876 円 

 

３.株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 中畑 功 

（２） 住 所 北海道札幌市 

（３） 上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係  

中畑 功 氏は、タイトフィット社の取締役であり、当社

と同社との間の関係は、「２.異動する子会社（有限会社 

デンタルパートナー・タイトフィット）の概要 (8)上場

会社と当該会社との間の関係」に記載の通りでありま

す。 

 

４.取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数  ０株(議決権の数：０個)(議決権所有割合:0.00％)  

（２） 取 得 株 式 数  260 株（議決権の数：260 個） 

（３） 取 得 価 額 取得価額につきましては、株式取得の相手先と

の守秘義務契約により非公表とさせていただき

ますが、取得価額は当該会社の業績と財政状態

を勘案し、双方協議のうえ合理的な調整のもと

算定、社外取締役及び社外監査役を含む当社取

締役会においても公正かつ妥当であると判断し

ており、その合理性についても担保されている

と認識しております。 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 260 株(議決権の数：260 個）(議決権所有割合：100.0％)  

 

５.日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 28 年８月 30 日 

（２） 契 約 締 結 日  平成 28 年８月 31 日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 28 年８月 31 日（予定） 

 

 



６.今後の見通し 

 本件による当社の当連結会計年度の実績に与える影響は軽微であると見込んでおります

が、今後公表すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


